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績と社会進歩を計測する委員会（Commission on the Measurement of Economic Performance and 
Social Progress）」が 2008 年に発足した。この委員会は，経済業績と社会進歩を測定する指
標としての GDP の限界を指摘し，より適切な指標・計測方法を提案した報告書をまとめた
（Stiglitz, Sen and Fitoussi, 2009 を参照）。また，この報告書の提言を参考に，経済協力開発
機構（Organisation for Economic Co-operation and Development：OECD）では，「より良い暮ら

























 経済学の分野において，経済的豊かさを示す一人当たり GDP が，人々の生活の質を測る










図 1 日本における一人当たり実質 GDP（2000 年暦年連鎖価格）と生活満足度の推移 
 
（出所）生活満足度：平成 20 年度国民生活選好度調査（第 1－1 図，pp. 9）より作成。 



































ることが考えられる。このような傾向は，「hedonic treadmill」と呼ばれている（Brickman and 
Campbell, 1971；Frederick and Loewenstein, 1999 を参照）。その他の理由としては，所得は基
本的ニーズを満たすまでは幸福度に影響を与えるが，所得レベルがそれ以上に上昇すると，
幸福度に影響をもたなくなることが指摘されている（Veenhoven, 1991; Diener and 
Biswas-Diener, 2002 を参照）。 
 
2.2 「一人当たり GDP」の問題点 
 幸福のパラドックスに関する論議は，一人当たり GDP が人々の生活の質や幸福度を測る
指標としての妥当性を見直すきっかけとなった。先述したスティグリッツ教授らから構成
された委員会がまとめた報告書では，更に踏み込んで，福利厚生（well-being）を測る指標
としての GDP の具体的な問題点をあげている（Stiglitz, Sen and Fitoussi, 2009 を参照）。主な









































GNH とは，生活の質や社会的発展を GDP という経済指標よりも，より包括的に，また心理
的側面もとらえた尺度だといえる。その後，GNH は国家の指標となり，国の政策を立案・
調整する Gross National Happiness Commission が中心となって，この概念を国の長期的ビジ
ョンや 5 ヵ年計画，また政策立案などに組み込んでいる。 
 GNH は，①持続可能で公平な社会経済の発展，②環境保全，③文化の保全と振興，④良







「経済業績と社会進歩を計測する委員会（Commission on the Measurement of Economic Per-
formance and Social Progress）」が発足され，報告書がまとめられた（Stiglitz, Sen and Fitoussi, 






























要があるとし，1990 年に人間開発指数（Human Development Index：HDI）を作成した。こ
の指数は，経済的生活水準を示す一人当たり国民総所得に加えて，保健と教育における指
標として平均寿命や平均就学年数，就学予測年数の 4 つの指標をもとに計算されている。（注
3）したがって，HDI は従来の GDP よりもより包括的な経済社会指標といえる。近年，HDI
以外にも，国内の格差を反映させた不平等調整済み人間開発指数（Inequality-adjusted Human 
Development Index：IHDI）やジェンダーの不平等に焦点をあてたジェンダー開発指数


































らかにすることを目的としたものである。（注 6）また，全国 52 の自治体が，住民の幸福実感































 本節で主に用いるデータは，大阪大学 COE（Center of Excellence）が行った「くらしの好
みと満足度についてのアンケート」からのものである。この調査は，全国に居住する 20 歳
から 65 歳の男女を 2 段階抽出し，訪問留置法にて 2003～2013 年まで毎年継続して実施さ
























度が問われている。図 2 はその回答分布を示したものである。この図から，回答が 5～8 点
に集中していることがわかる（約 78％）。7 点と答えた人が最も多く（約 25％），サンプル































































図 4 生活状況（主観的）別幸福度（平均値） 
 
（注 a）老後とは 65 歳以降を指しており，65 歳以上の人は今後の生活を対象としている。 
（出所）「くらしの好みと満足度についてのアンケート（大阪大学，2013 年）」より作成。 
 






































ある。2010 年に行われた Gross National Happiness Survey という調査結果によれば，人々が
幸福度の源と考慮したものは（複数選択），選択率の高い順に，経済的安定，健康，家族関
係であった（Gross National Happiness Commission, 2013 を参照）。 
 加えて，「生活の質に関する調査」の結果によれば，不安を引き起こす項目の中で，人々
が最も不安に感じていると答えた項目は「老後の生活費」（約 72％）であり，次いで「自然
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 最後に，雇用と幸福度について検証してみたい。表 1 によれば，幸福感を判断する際，
就業状況を重視した人は全体の 3 割強にすぎなかった。しかし，雇用は家計の状況にも大
きく影響するため，人々の生活の質・幸福感において重要な要因だと考えられている（大



































































































（注 1）http://www.grossnationalhappiness.com/articles/を参照（2015 年 2 月 3 日検索）。 
（注 2）http://www.ons.gov.uk/ons/guide-method/user-guidance/well-being/index.html を参照（2015 年 2 月 3 日
検索）。 
（注 3）http://hdr.undp.org/en/content/human-development-index-hdi を参照（2015 年 2 月 4 日検索）。 
（注 4）http://www.oecd.org/site/worldforum06/を参照（2015 年 2 月 4 日検索）。 
（注 5）http://www.oecdbetterlifeindex.org/を参照（2015 年 2 月 12 日検索）。 
（注 6）http://www.pref.fukui.jp/doc/seiki/furusatotijinetto/lhi.html を参照（2015 年 2 月 12 日検索）。 
（注 7）https://www.city.arakawa.tokyo.jp/kusei/topics/shiawaseleague.html を参照（2015 年 2 月 12 日検索）。 
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